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は計り知れないほど大きい．兵庫県南部地震は，1995 年 1 月 17 日 5 時 46 分に
淡路島北部の深さ約 16km の位置を震源とする気象庁マグニチュード 7.2 の地震
であり，死者・行方不明者が 6,400 名を上回るという甚大な被害を受けた 3)．ま




の耐震基準等に関する提言が複数回に渡って行われ，レベル 1 地震動とレベル 2
地震動の 2 段階の地震作用を考える設計体系が示された 5),6),7)．これを受け，鉄





の地震は，2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分に牡鹿半島の東南東約 130km 付近の太
平洋の海底深さ約 24km を震源として発生したモーメントマグニチュード 9.0 と





























































































































ている R-O モデル 35)や，双曲線モデル 34)はパラメータが少ない代わりに試験結
果を完全に満足できないという問題点があったが，これを改善するモデルも多





































































































モデルに対して Propagater Matrix により評価する検討 109)に始まり，これに非線
形効果を導入した事例も見られる 110)．しかしながらこのような単純なモデル化
では実際の観測記録において生じる現象を適切に表現できないことが確認され




































ある 129)．これは，過去に発生した 300 個以上の大規模地震のリストを作成した
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の断層直上位置とし，地盤条件は，工学的基盤（Vs = 400 m/s 程度）位置での応
答スペクトルとする．そこで検討に用いる観測記録もこれらの条件に当てはま
るものである必要がある．具体的には，内陸活断層による， 4.6wM ，震源距






表 2.2-1 本検討で用いた地震の一覧（内陸活断層による地震） 
No. 地震名 発震日 Mj Mw 記録数 
1 兵庫県南部地震 1995. 01. 17 7.3 6.9 10 
2 鳥取県西部地震 2000. 10. 06 7.3 6.8 34 
3 新潟県中越地震 2004. 10. 23 6.8 6.7 22 
4 新潟県中越地震(余震) 2004. 10. 23 6.5 6.4 24 
5 福岡県西方沖地震 2005. 03. 20 7.0 6.7 30 
6 能登半島地震 2007. 03. 25 6.9 6.7 10 





































さらに図 2.2-1 には平成 11 年版の鉄道構造物の安全性照査に用いる L2 地震
動スペクトル II の弾性加速度応答スペクトル 21)も重ねて示してあるが，周期 0.5
秒以上においては観測記録をほぼ包絡しており，この L2 地震動を用いて設計す
ることの妥当性が確認できる．これとは逆に，周期 0.5 秒よりも短周期側では多




















































(a) 基盤深度 200～500m 以浅     (b) 基盤深度 200～500m 以深 










以上の結果を踏まえ，H24 年版の鉄道構造物の標準 L2 地震動では，地点の地震
基盤深度を考慮した応答スペクトルが設定されている 20)． 
  
















































した 1996 年 5 月～2008 年 9 月の地震で得られた記録のうち，以下の条件を満足
する記録を抽出することとした． 
 
・観測された地盤のせん断弾性波速度が 300m/s 以上である 
・震源距離が 300km 以内である 
・司・翠川の距離減衰式 5)によって推定される PGA を 1/1.4 倍（硬質地盤上に補









図 2.3-1 検討に用いた観測点の分布と地震基盤深度 
























  cdXbXaMY  1010 loglog  (2.3-1) 
ここでY ：地震動指標（PGA や PGV），M ：地震規模（モーメントマグニチュ
ードや気象庁マグニチュード）， X ：距離（断層最短距離や等価震源距離），
dcba ,,, ：回帰係数である．そこで，観測記録により得られる最大加速度，最大
速度を obsobs PGVPGA , と距離減衰式により推定される最大加速度，最大速度を







































また図 2.3-3 の PGV に対してまとめた結果を見ると，(a)~(d)の結果は，PGA
の場合と同様に，各指標と誤差算定結果の関係は不明である．ただし，(a)の距
離減衰式による PGV を横軸にとった結果からは，多少右上がりの傾向（速度


















































(a) 距離減衰式による PGA         (b) 震源距離 
 
(c) 地震規模 Mw           (d) 震源深さ 
 
 
(e) 地震基盤深度（実数軸）     (f) 地震基盤深度（対数軸） 
図 2.3-2 観測記録と距離減衰式による推定値の誤差（最大加速度 PGA ） 
  




































































































































(a) 距離減衰式による PGV         (b) 震源距離 
 
(c) 地震規模 Mw           (d) 震源深さ 
 
 
(e) 地震基盤深度（実数軸）     (f) 地震基盤深度（対数軸） 
図 2.3-3 観測記録と距離減衰式による推定値の誤差（最大速度 PGV ） 
  






















































































































































度としては各層構成ごとに，5, 10, 50, 100, 500, 1000, 5000, 10000m の 8 パターン
を設定した．なお，地盤の非線形特性は砂質土と粘性土で大きく変化すること
が分かっているため，全層を砂質土とした場合，粘性土とした場合の 2 種類を








1 次モードにおいて 1%, 3%となるような剛性比例型減衰を，Case 3,4 としては，
1, 2 次モードにおいて 1%, 3%となるようなレーリー減衰を設定した．Case 5 と
しては，地盤のせん断弾性波速度，土質分類をパラメータとして周波数依存性







図 2.4-1 設定した地盤構造（左から層構成 1～5） 
 
地震基盤位置に入力する地震動としては，観測点の地盤 Vs が 2500m/s 以上の


























































図 2.4-2 各種減衰を用いた地盤応答解析結果と距離減衰式との比較 
 
まず，得られた calcal PGVPGA , と距離減衰式によって推定される attatt PGVPGA ,
の誤差を 2.3 節と同様の形で整理した．結果を図 2.4-3，図 2.4-4に示す．なお
2.3 節の観測記録における検討時には，距離減衰式によって推定される最大加速
度 attPGA が 10gal 以上の記録を収集しているが，ここではそのような分類を行っ






















































































































(a) 距離減衰式による PGA         (b) 震源距離 
 
(c) 地震規模 Mw           (d) 震源深さ 
 
 
(e) 地震基盤深度（実数軸）     (f) 地震基盤深度（対数軸） 
図 2.4-3 地盤応答解析結果と距離減衰式による推定値の誤差（ PGA ） 








































































































































(a) 距離減衰式による PGV         (b) 震源距離 
 
(c) 地震規模 Mw           (d) 震源深さ 
 
 
(e) 地震基盤深度（実数軸）     (f) 地震基盤深度（対数軸） 
図 2.4-4 地盤応答解析結果と距離減衰式による推定値の誤差（ PGV ）

























































































































































検討が行われている galPGAatt 10 の結果のみ用いて行うのがよいと考えられる． 
 











次に図 2.4-4の PGV についてまとめた結果について考察を行う．図 2.4-4 (a)
より地震動レベルの小さい解析結果では，距離減衰式による推定値よりも大き
な結果となっている．これは PGA の場合と同様に，地盤塑性化の影響であるこ
























における地震動のうち 1 記録を抽出し，最大加速度 PBA を調整した地震動を入
力させた場合の，工学的基盤位置での最大加速度 PGA を地盤応答解析により推
定する．用いる地盤構造，解析手法としては，2.4 節で用いたものと同様とし，
減衰は Case 5 を用いた． 
地盤応答解析により得られた増幅率（PGA/PBA）を地震基盤深度ごとにまと











図 2.5-1 地震基盤位置に入力する地震動レベルの変化に伴う増幅率の変化 
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は，水平方向 900m×深さ方向 200m の範囲を対象とし，単純な 3 層構造に分割
した．このうち，上部の 2 層（Vs=120m/s，200m/s）を表層地盤，最下層
（Vs=400m/s）を基盤層として扱う．層厚は，地盤の傾斜角θ1=0 度の時に第 1


















図 3.2-1 解析モデルの概要 
 
図 3.2-2 入力波の時刻歴波形，フーリエ振幅スペクトル（2E 波相当） 
 
 




























































地盤の傾斜は，図 3.2-1 のように基盤層と第 2 層間の傾斜角 1 で定義するこ




地震動の入射角は，図 3.2-1 の 2 のように定義することとし，図 3.2-2 の波
形を接点毎に位相差を与えて作用させることで斜め入射を表現する． 
 
検討を行うケースは，傾斜角 1 を 5 パターン（0°（水平成層）, 3°, 5°, 10°, 
15°），入射角 2 を 9 パターン（0°（鉛直下方入射）, ±5°, ±10°, ±15°, 









刻歴波形（図 3.2-4）のうち，観測点 1，2 のフーリエ振幅比を算定し，これが
観測により得られた伝達関数であるとする．各ケースの伝達関数算定結果を図
3.2-5（基盤傾斜角 1 =0°）～図 3.2-9（基盤傾斜角 1 =15°）に示す． 
 







2Hz 辺りに存在する 1 次，2 次モードの応答倍率最大値が小さくなるとともに，
ピーク振動数が徐々に高振動数側へ移動している．特に 1 =15°のケース（図


















地震動入射角 2 の変化に伴う伝達関数の変化は，基盤傾斜角 1 のそれと比較
55 
 

















図 3.2-4 各接点での応答波形の例 
（基盤傾斜角 1 =0°，入射角 2 =0°の場合） 
  



































































































































(a) 地震動入射角 2 =0 度             (b) 地震動入射角 2 =5 度 
 
(c) 地震動入射角 2 =10 度            (d) 地震動入射角 2 =15 度 
 
(e) 地震動入射角 2 =20 度 
図 3.2-5 伝達関数の評価結果（基盤傾斜角 1 =0 度の場合） 
 

















































































(a) 地震動入射角 2 =0 度            (b) 地震動入射角 2 =5 度 
 
(c) 地震動入射角 2 =10 度            (d) 地震動入射角 2 =15 度 
 
(e) 地震動入射角 2 =20 度 
図 3.2-6-1 伝達関数の評価結果（基盤傾斜角 1 =3 度の場合）その 1 













































































(f) 地震動入射角 2 =-5 度            (g) 地震動入射角 2 =-10 度 
  
(h) 地震動入射角 2 =-15 度           (i) 地震動入射角 2 =-20 度 
図 3.2-6-2 伝達関数の評価結果（基盤傾斜角 1 =3 度の場合）その 2 
 
  
































































(a) 地震動入射角 2 =0 度            (b) 地震動入射角 2 =5 度 
 
(c) 地震動入射角 2 =10 度            (d) 地震動入射角 2 =15 度 
 
(e) 地震動入射角 2 =20 度 
図 3.2-7-1 伝達関数の評価結果（基盤傾斜角 1 =5 度の場合）その 1 













































































(f) 地震動入射角 2 =-5 度            (g) 地震動入射角 2 =-10 度 
 
(h) 地震動入射角 2 =-15 度           (i) 地震動入射角 2 =-20 度 
図 3.2-7-2 伝達関数の評価結果（基盤傾斜角 1 =5 度の場合）その 2 
  
































































(a) 地震動入射角 2 =0 度            (b) 地震動入射角 2 =5 度 
 
(c) 地震動入射角 2 =10 度            (d) 地震動入射角 2 =15 度 
 
(e) 地震動入射角 2 =20 度 
図 3.2-8-1 伝達関数の評価結果（基盤傾斜角 1 =10 度の場合）その 1 













































































(f) 地震動入射角 2 =-5 度            (g) 地震動入射角 2 =-10 度 
 
(h) 地震動入射角 2 =-15 度           (i) 地震動入射角 2 =-20 度 
図 3.2-8-2 伝達関数の評価結果（基盤傾斜角 1 =10 度の場合）その 2 
  
































































(a) 地震動入射角 2 =0 度            (b) 地震動入射角 2 =5 度 
 
(c) 地震動入射角 2 =10 度            (d) 地震動入射角 2 =15 度 
 
(e) 地震動入射角 2 =20 度 
図 3.2-9-1 伝達関数の評価結果（基盤傾斜角 1 =15 度の場合）その 1 













































































(f) 地震動入射角 2 =-5 度            (g) 地震動入射角 2 =-10 度 
 
(h) 地震動入射角 2 =-15 度           (i) 地震動入射角 2 =-20 度 
図 3.2-9-2 伝達関数の評価結果（基盤傾斜角 1 =15 度の場合）その 2 
  
































































(a) 図 3.2-3 の減衰を使用した場合（5Hz で h=3%） 
 
(b) 減衰を 1/30 倍した場合（5Hz で h=0.1%） 
図 3.2-10 減衰の変化に伴う伝達関数の変化 
（基盤傾斜角 1 =3 度，地震動入射角 2 =0 度の場合） 
 
  






























































  (3.4-1) 
 
ここで，  iobs fA ：3.2 節において得られた観測点 1 から観測点 2 までの伝達関
数，  ical fA ：ある 1 次元地盤構造と鉛直下方入射を仮定した場合の理論伝達
関数， if ： i 番目の振動数，である．最適化を行う周波数帯域は，基盤傾斜の影




Vs は既知とする．減衰は図 3.2-3で設定したような剛性比例減衰とし，5Hz に
おける減衰定数を未知数とすることで全周波数の減衰を設定する． 
 




10，世代数 5000，交差確率 0.7 とする．以上の操作を初期乱数を変化させてそ











条件での 1, 2 層目の境界深度，減衰定数の推定結果をまとめて図3.3-6に示す． 
 






























(1) 基盤傾斜角 1 =0 度の場合 
 
(a) 基盤傾斜角 1 =0 度，地震動入射角 2 =0 度 
 
(b) 基盤傾斜角 1 =0 度，地震動入射角 2 =5 度 
 
(c) 基盤傾斜角 1 =0 度，地震動入射角 2 =10 度 
図 3.3-1-1 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =0 度の場合）その 1 






















































































































































(d) 基盤傾斜角 1 =0 度，地震動入射角 2 =15 度 
 
(e) 基盤傾斜角 1 =0 度，地震動入射角 2 =20 度 
図 3.3-1-2 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =0 度の場合）その 2 
 
  







































































































(2) 基盤傾斜角 1 =3 度の場合 
 
(a) 基盤傾斜角 1 =3 度，地震動入射角 2 =0 度 
 
(b) 基盤傾斜角 1 =3 度，地震動入射角 2 =5 度 
 
(c) 基盤傾斜角 1 =3 度，地震動入射角 2 =10 度 
図 3.3-2-1 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =3 度の場合）その 1 



















































































































































(d) 基盤傾斜角 1 =3 度，地震動入射角 2 =15 度 
 
(e) 基盤傾斜角 1 =3 度，地震動入射角 2 =20 度 
 
(f) 基盤傾斜角 1 =3 度，地震動入射角 2 =-5 度 
図 3.3-2-2 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =3 度の場合）その 2 
 



















































































































































(g) 基盤傾斜角 1 =3 度，地震動入射角 2 =-10 度 
 
(h) 基盤傾斜角 1 =3 度，地震動入射角 2 =-15 度 
 
(i) 基盤傾斜角 1 =3 度，地震動入射角 2 =-20 度 



















































































































































(3) 基盤傾斜角 1 =5 度の場合 
 
(a) 基盤傾斜角 1 =5 度，地震動入射角 2 =0 度 
 
(b) 基盤傾斜角 1 =5 度，地震動入射角 2 =5 度 
 
(c) 基盤傾斜角 1 =5 度，地震動入射角 2 =10 度 
図 3.3-3-1 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =5 度の場合）その 1 



















































































































































(d) 基盤傾斜角 1 =5 度，地震動入射角 2 =15 度 
 
(e) 基盤傾斜角 1 =5 度，地震動入射角 2 =20 度 
 
(f) 基盤傾斜角 1 =5 度，地震動入射角 2 =-5 度 
図 3.3-3-2 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =5 度の場合）その 2 
 






















































































































































(g) 基盤傾斜角 1 =5 度，地震動入射角 2 =-10 度 
 
(h) 基盤傾斜角 1 =5 度，地震動入射角 2 =-15 度 
 
(i) 基盤傾斜角 1 =5 度，地震動入射角 2 =-20 度 



















































































































































(4) 基盤傾斜角 1 =10 度の場合 
 
(a) 基盤傾斜角 1 =10 度，地震動入射角 2 =0 度 
 
(b) 基盤傾斜角 1 =10 度，地震動入射角 2 =5 度 
 
(c) 基盤傾斜角 1 =10 度，地震動入射角 2 =10 度 
図 3.3-4-1 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =10 度の場合）その 1 



















































































































































(d) 基盤傾斜角 1 =10 度，地震動入射角 2 =15 度 
 
(e) 基盤傾斜角 1 =10 度，地震動入射角 2 =20 度 
 
(f) 基盤傾斜角 1 =10 度，地震動入射角 2 =-5 度 
図 3.3-4-2 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =10 度の場合）その 2 
 






















































































































































 (g) 基盤傾斜角 1 =10 度，地震動入射角 2 =-10 度 
 
 (h) 基盤傾斜角 1 =10 度，地震動入射角 2 =-15 度 
 
(i) 基盤傾斜角 1 =10 度，地震動入射角 2 =-20 度 



















































































































































(5) 基盤傾斜角 1 =15 度の場合 
 
(a) 基盤傾斜角 1 =15 度，地震動入射角 2 =0 度 
 
(b) 基盤傾斜角 1 =15 度，地震動入射角 2 =5 度 
 
(c) 基盤傾斜角 1 =15 度，地震動入射角 2 =10 度 
図 3.3-5-1 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =15 度の場合）その 1 



















































































































































(d) 基盤傾斜角 1 =15 度，地震動入射角 2 =15 度 
 
(e) 基盤傾斜角 1 =15 度，地震動入射角 2 =20 度 
 
(f) 基盤傾斜角 1 =15 度，地震動入射角 2 =-5 度 
図 3.3-5-2 地盤構造の推定結果（基盤傾斜角 1 =15 度の場合）その 2 
 






















































































































































(g) 基盤傾斜角 1 =15 度，地震動入射角 2 =-10 度 
 
(h) 基盤傾斜角 1 =15 度，地震動入射角 2 =-15 度 
 
(i) 基盤傾斜角 1 =15 度，地震動入射角 2 =-20 度 




















































































































































図 3.3-6 基盤傾斜角，地震動入射角の変化に伴う地盤構造の推定結果総括 
（上段：層境界の深度，下段：減衰（5Hz における値）） 
  









































































射角 2 は標準偏差 10°の正規分布に従うとし，十分な数の地震動が観測されて
いると仮定する．この時推定される平均的な伝達関数を図 3.4-1 に示す．これ




条件は全て 3.3 節と同様とする．得られた結果を図 3.4-2に示すが，基盤傾斜角












(a) 基盤傾斜角 1 =0 度           (b) 基盤傾斜角 1 =3 度 
 
(c) 基盤傾斜角 1 =5 度           (d) 基盤傾斜角 1 =10 度 
 
(e) 基盤傾斜角 1 =15 度 
図 3.4-1 入射角の確率分布を仮定した場合の平均的な伝達関数（ 2 =10 度） 







































































































(a) 基盤傾斜角 1 =0 度 
 
(b) 基盤傾斜角 1 =3 度 
 
(c) 基盤傾斜角 1 =5 度 
図 3.4-2-1 地盤構造の推定結果（入射角の確率分布仮定（ 2 =10 度））その 1 




















































































































































(d) 基盤傾斜角 1 =10 度 
 
(e) 基盤傾斜角 1 =15 度 
図 3.4-2-2 地盤構造の推定結果（入射角の確率分布仮定（ 2 =10 度））その 2 
  

























































































































られる．そこで，今回評価を行った各基盤傾斜角 1 の卓越振動数と直下の 1 次
元構造のみから評価される卓越振動数の比較を図 3.4-4 に示す．これより，基
盤の傾斜角 1 が大きくなるほどボーリングとの卓越震動数の差が大きくなって

























































図 3.4-5 基盤傾斜角 1 の変化に伴う見かけの減衰の変化 
（地震動入射角 2 =0 度の場合） 
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1  (4.2-1) 
ここで，  tU ：大地震による地震動，  tu ：小地震による地震動（グリーン関数），
 tf ：大地震と小地震のすべり速度時間関数の違いを補正するための関数，r ：
小地震の震源から対象地点までの距離， ijr ：ij 要素から対象地点までの距離，N：
大地震の断層分割数， ：大地震の立ち上がり時間(ライズタイム)，n：波形の
重ね合わせの際に現れる見かけの周期性を除去するための任意の整数， 0r ：大
地震の破壊開始点から対象地点までの距離， ij ：破壊開始点から ij 要素までの


















数の振幅スペクトル  fAb は次式で表現される． 






ここで， 0M ：小地震の地震モーメント，  cffS , ：震源スペクトル， R ：小断






R ：ラディエーションパターン係数， FS ：自由表面の影響による増幅（地表
もしくは解放基盤面の場合，2.0）， PRTITN ：2 方向の水平成分のエネルギー
分配を意味する reduction factor，  ：媒質の密度である． R は全方位の平均値
の場合 0.63， PRTITN は一般的には 2/1 =0.707 が用いられることが多い． 
 
式(4.2-2)の震源スペクトル  cffS , は次式で与えられる． 


























6 )/(109.4 Mfc    (4.2-5)





検討では，工学的基盤面）までの経験的サイト増幅特性  fG を掛け合わせるこ
とで，対象地点における対象地盤上でのフーリエ振幅  fA が得られる 20)． 
 


























































































響で，地震動が極めて大きくなり（震源距離 0R では   fA ），実情と一致
しないことが指摘されている．そこで，式(4.2-2)を以下のように修正することで，
幾何減衰の補正を行うことも可能である 28)．  
 
      cR
QfR
ffSCMfA scb 
  /exp,0  (4.2-8)
 
この補正項 c は，地震動評価結果と距離減衰式の比較をもとに，海溝型地震
















行う．まず地震動の時刻歴波形  tO は，震源特性  tS ，伝播経路特性  tP ，サイ
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ト特性  tL の積によって表現することが出来る．この時，そのフーリエ変換は式
(4.2-9)のように表わされる． 
 
                LPSiLPSO  exp  (4.2-9) 
 
ここで，  S ,  P ,  L はそれぞれ震源特性，伝播経路特性，サイト特性のフ
ーリエ振幅，  S ,   P ,  L は各特性のフーリエ位相である．つまり，地
震動位相  O は各特性の位相の線形和で表現される．さらに地震動の群遅延時
間  Ogrt は位相の微分であるためこの線形関係はそのまま保存され以下のように
表現することが出来る 32)． 
 
        LgrPgrSgrOgr tttt   (4.2-10)
 
この群遅延時間  Ogrt が振動数ごとに正規分布に従うとした時，群遅延時間の
平均値   Otgr ，標準偏差   Otgr についても次式のように震源，伝播経路，サイ
トの各特性に分離される． 
 
       






















このうち震源特性  Sgrt については，断層の破壊過程に従ったインパルス列の








)()(   (4.2-12)
 
ここで ia はインパルス列の強度であり，距離の逆数に比例させることで，幾何
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伝播経路特性  Pgrt は，平均   Ptgr ，標準偏差   Ptgr の正規分布に従うとし，
次式のように震源距離Rに比例する 34)と考え，次式のように表現する． 
  
   













上式における回帰係数  1 ,  2 は，伝播速度の逆数を意味しており，後述す
る 4.4 節においてモデル化する結果（図 4.4-2）35)を用いる． 
 





性  Lgrt の平均   Ltgr ，標準偏差   Ltgr が小さいほど，非線形応答が大きくなる
ことが分かっている 38)． 
 
そこで本検討では，   Ltgr ，   Ltgr が比較的小さく評価されると考えられる
手法 33)を用いることとした．具体的には，地震動の伝播を 1 次元方向のみであ
るとし，振幅の増幅特性（伝達関数）の最小位相推移関数で表現できると仮定
してサイト位相を算定する．この場合，伝達関数を  Y とすると，サイト特性
の群遅延時間  Lgrt は次式で算定できる． 
 












ーン関数の時刻歴波形  tu が算定される． 




















































































ここで，式(4.2-2)における基盤のせん断弾性波速度は 3.5km/s とし， sQ は既






































往の研究 55)において東日本の内陸部に対して推定されている 76.0166 fQs  を
用いた．式(4.2-3)の R は全方位の平均値である 0.63， は 2.7t/m3，PRTITN は
観測記録の水平 2成分の振幅比をベクトル和が 1.0となるように調整した値をそ































図 4.3-2-1 使用したサイト増幅特性（その 1） 
 


















































































図 4.3-2-2 使用したサイト増幅特性（その 2） 
 

















































































図 4.3-2-3 使用したサイト増幅特性（その 3） 
 
図 4.3-3 川口町におけるサイト増幅特性の評価結果 
 































































（KiK-net 下田）や NIGH12（KiK-net 湯之谷）と比較して相対的に大きくなって
いる．特に NIG019 や川口町においては，広い周波数帯域において増幅が 10 倍








次に比較的震源から遠方の NIGH13，NIGH18 と TCGH07，TCGH08 のサイト
増幅特性についてであるが，相対的に前者の増幅が大きくなっている．これら
の観測点は震源からの距離がほぼ同等であるにもかかわらず，観測された地震
動レベルは大きく異なっている（NIGH13，NIGH18 で 7~10kine 程度，TCGH07，



















往の波形インバージョン解析に用いられている観測点のうち NIGH01 を除く 10
観測点においては，波形インバージョンと同様の二つの余震記録（表 4.3-1 中








である．その結果，新たに 4 つの余震の選択を行った（図 4.3-1，表 4.3-1）．
選択されたそれぞれの余震記録の位相を用いた波形の再現結果を図 4.3-4 に示
す．各地点ともに比較的良好に本震記録を再現出来ていることが分かる．ただ
























































































































10 20 30 40 50 60
-80
0
80 NIGH01(NS)  振幅：本震，位相：本震
 振幅：本震，位相：余震5









10 20 30 40 50 60
-120
0
120 NIG019(NS)  振幅：本震，位相：本震
 振幅：本震，位相：余震4









10 20 30 40 50 60
-20
0
20 NIGH12(NS)  振幅：本震，位相：本震
 振幅：本震，位相：余震3









10 20 30 40 50 60
-20
0
20 NIG022(NS)  振幅：本震，位相：本震
 振幅：本震，位相：余震1










10 20 30 40 50 60
-20
0
20 NIG023(NS)  振幅：本震，位相：本震
 振幅：本震，位相：余震1

























の位置としては，波形インバージョン結果 41)を参考に図 4.3-5 に示す 4 箇所に
設定した．破壊開始点付近にサイズの異なる 2 つのアスペリティ（アスペリテ
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表 4.3-2 特性化震源モデルのパラメータ 
 asperity1-1 asperity1-2 asperity2 asperity3 
破壊開始点 
緯度，経度 
138.840 138.841 138.859 138.913 
37.288 37.277 37.225 37.289 
破壊開始点 
深さ(km) 
13.0 12.3 7.5 7.1 
サイズ(km) 2.0×1.0 6.5×3.0 4.0×3.0 3.5×3.5 
0M (N-m) 1.5E+17 7.2E+17 4.0E+17 2.4E+17 
rV (km/s) 2.8 2.8 2.8 2.8 
 (sec) 0.09 0.27 0.27 0.31 







本検討ではこれに従い，G/G0 は線形時と本震時の卓越周期の比 60)から 0.13 に固
定，減衰定数は，既往の検討 60)において 0.06-0.15 とされていることから，ここ
では 0.10 に固定した．なお，ここで言う工学的基盤とは，表 4.3-3 の地盤にお









1.65 1.65 70 
1.45 1.20 50 
1.10 2.00 210 













において考察した NIGH13，NIGH18 と TCGH07，TCGH08 の振幅特性の大小も


















図 4.3-6-1 観測記録との比較 
（速度波形（表示周波数 0.2-2.0Hz））（その 1） 
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図 4.3-6-2 観測記録との比較 
（速度波形（表示周波数 0.2-2.0Hz））（その 2） 









10 20 30 40 50 60
-150
0
150 NIG019(NS)  obs.
 syn.









10 20 30 40 50 60
-20
0
20 NIG022(NS)  obs.
 syn.









10 20 30 40 50 60
-20
0
20 NIG023(NS)  obs.
 syn.









10 20 30 40 50 60
-80
0
80 NIGH01(NS)  obs.
 syn.









10 20 30 40 50 60
-15
0
15 NIGH09(NS)  obs.
 syn.









10 20 30 40 50 60
-12
0
12 NIGH10(NS)  obs.
 syn.









10 20 30 40 50 60
-20
0
20 NIGH12(NS)  obs.
 syn.









10 20 30 40 50 60
-6
0
6 NIGH13(NS)  obs.
 syn.




















図 4.3-6-3 観測記録との比較 
（速度波形（表示周波数 0.2-2.0Hz））（その 3） 
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図 4.3-7-1 観測記録との比較（フーリエ振幅）（その 1） 
 




























































































































図 4.3-7-2 観測記録との比較（フーリエ振幅）（その 2） 
 
 



























































































































図 4.3-7-3 観測記録との比較（フーリエ振幅）（その 3） 
 
     (a) 速度波形（表示周波数 0.2-2.0Hz）      (b) フーリエ振幅 
図 4.3-8 地盤の非線形挙動を無視した場合の観測記録との比較（NIG019） 













































































































































検討の方法としてはまず，NIGH01 において 10 月 23 日から 31 日の間に観測












期ではなく降伏周期，等価固有周期 eqT ）と降伏震度 hyk が分かれば，この地震








数は 0.2 とし，減衰は構造物の固有周期と連動させて， Th /04.0 （ただし，













図 4.3-13 所要降伏震度スペクトルの算定結果 
































































































       TKhTKhTError obscalii ,log,log, 1010    (4.3-1) 
 
ここで，i：用いる余震記録の番号（ 85~1i ），：応答塑性率，T ：周期(sec)，
 TErrori , ：i番目の余震記録の位相特性を用いた場合の波形合成結果と観測記
録の誤差，  TKh , ：対象とする地震記録に対して周期T (sec)の構造物が応答塑
性率  となるために構造物に要求される降伏震度，である．最終的に得られた
結果を図 4.3-15に示す．なお，波形インバージョンでは余震 2 を，本検討では

























図 4.3-15 位相スペクトル選択の妥当性評価の結果 


























































































次式（式(4.2-14)を再掲）により表現される群遅延時間の伝播経路特性  Pgrt の
回帰係数  1 ,  2 を観測記録に基づき評価する． 
 
   




















(a) 地震規模 3.5 < Mj < 5.5 
(b) 観測位置の地盤 Vs ≧ 2500m/s 
(c) 震源距離 R ≦ 150km 
(d) 記録の最大加速度 PGA ≧ 1gal 
 





(a) 震源距離と地震規模の関係    (b) 震源距離と地盤 Vs の関係 
図 4.4-1 使用した観測記録の震源距離と地震規模，観測地点の地盤 Vs の関係 
 
続いて，初動到達の影響を除去するために，各記録の S 波到達時刻を読み取





差から，式(4.2-14)の係数  1 ，  2 を最小二乗法によって評価した．最終的

























































































































図 4.4-3 設定した震源断層と地震動評価地点の位置関係 
 
図 4.4-4 計算された地震動記録の例 
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(a) 最大加速度 PGA         (b) 最大速度 PGV 




































































た周期 Teq（0.05~5 秒）を対数軸で 4 分割し，各区分の平均震度を震源距離に対
してそれぞれ表示する．得られた結果を図 4.4-7（応答塑性率 1 ，弾性応答







離係数  Tb を評価した． 
 
       TcRTbMTaTR jwA  1010 loglog  (4.4-1) 
 
ここで，  TRA ：周期T 秒の構造物の応答加速度（= 降伏震度×980）， wM ：モ
ーメントマグニチュード， R ：震源距離， cba ,, ：回帰係数である 
 
距離係数  Tb の評価結果を図 4.4-9 に示す．これらの結果から，評価を行っ














(a) Teq=0.05～0.158 秒      (b) Teq=0.158～0.5 秒 
 
(c) Teq=0.5～1.58 秒         (d) Teq=1.58～5.0 秒 
図 4.4-7 構造物応答の距離減衰特性 
（応答塑性率 μ=1（弾性応答）の場合） 
 
(a) Teq=0.05～0.158 秒      (b) Teq=0.158～0.5 秒 
 
(c) Teq=0.5～1.58 秒         (d) Teq=1.58～5.0 秒 
図 4.4-8 構造物応答の距離減衰特性 
（応答塑性率 μ=4 の場合) 



































































































図 4.4-9 伝播経路特性の係数  Tb の評価結果 











・震源距離 R ≦ 300km 







全て 4.4.3 項と同様である． 
















図 4.4-10 収集した観測記録の地震規模－震源距離の関係 
 
得られた所要降伏震度スペクトルに対して式 (4.4-1)を用いて回帰係数
     TcTbTa ,, の算定を行った．まず，地震規模に関する回帰係数  Ta の評価結






図 4.4-11 震源特性の回帰係数  Ta の評価結果 
 
続いて，距離係数  Tb の評価結果を図 4.4-12に示す．この図には，図 4.4-2
の  Pgrt に基づいて評価された距離係数  Tb も記載している．両者の結果を比較
すると，周期 1 秒よりも短周期では，観測記録から直接評価した  Tb と今回の
結果はほぼ同一の値を示している．一方で，周期 1 秒よりも長い領域では，塑
性率が大きくなるにつれて両者の差が大きくなっている．長周期成分において




































また振幅の影響も含んだ応答スペクトルの距離係数  Tb は-3.0～-1.0程度とな
っており 65)，地震動の距離減衰に与える位相の寄与度は 1～2 割程度と無視でき
ない大きさであることも分かる．つまり，位相の伝播経路特性の影響を無視し，
例えば震源遠方で得られた観測記録の位相をそのまま用いて地震動評価などを









図 4.4-12 伝播経路特性の係数  Tb の比較  

































































ペクトル II と呼ぶ）と，海溝型の地震として，Mw8.0 の地震が距離 60km の地


















    












































ることが想定される．そこで今回は，図 4.5-2（スペクトル II），図 4.5-3（スペ
クトル I）に示すように，複数の断層の破壊過程と観測点を設定した． 
 
スペクトル II では観測点を断層の周りに 8 地点配置（Site A~H）し，6 パター
ンのアスペリティ，破壊開始点の位置（Case 1~6）を設定し，計 8×6=48 パター
ンについて震源特性の評価を行った．断層は傾斜角 90 度とし，断層上面を地表






















      （スペクトル II）
 海溝型地震












スペクトル I では図4.5-3のように 90km×100km の震源域が傾斜角 18°で陸
地に向かって沈み込むような状況を想定し，アスペリティのサイズ，配置とし
て 2 ケースを設定した．これは過去に発生した M8 級の地震である 2003 年十勝
沖地震における特性化震源モデル 68)を基本として設定したものである．観測点









A(21.0, 0.0)B(0.0, 0.0)C(-21.0, 0.0)
D(31.0, 0.0)






Case 1 Case 2 Case 3





図 4.5-3.1 観測点，断層の破壊開始点，アスペリティ位置の配置 
（スペクトル I）（ケース 1） 
 
図 4.5-3.2 観測点，断層の破壊開始点，アスペリティ位置の配置 
（スペクトル I）（ケース 2） 
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震源特性の評価例として，スペクトル II における Case4, Case5 において算定
されたインパルス列の算定結果をまとめて図 4.5-4 に示す．この結果から，本
手法によって破壊の指向性を適切に表現できていることが分かる．例えば Site C
では Case4 のアスペリティ 1 は破壊が向かってくる方向，Case 5 では破壊が遠ざ
かる方向に位置している．その影響を受けて，Case 4 では継続時間が短く，Case 
5 では継続時間が長くなっている．また，Case 5 の Site A や Site D はアスペリテ






図 4.5-4 位相の震源特性の評価例（スペクトル II） 
 
































































そこで今回は，既往の提案式 36)によって評価される   Ltgr と   2Ltgr を基本と
しつつ，両者を同時に一定数倍した 10 パターンに対して地震動評価，構造物応
答評価を実施することで，位相サイト特性の変動が構造物応答に与える影響を
把握することとした．また，設定した   Ltgr と   2Ltgr となる正規分布に従った
群遅延時間を発生させる際には，各条件ごとに 10 通りの初期乱数を設定した． 
 
続いて，伝播経路特性は 3.2 節でモデル化した結果を用いる．具体的には，式
(4.2-14)で表わされるように，平均値   Ptgr ，標準偏差   Ptgr ともに震源距離 R
に比例すると仮定した上で，振動数毎の回帰係数  1 ，  2 を図 4.4-2 で与

















































最終的に発生させた群遅延時間のセットは，スペクトル II では 4800 セット（震
源特性 6 ケース×観測点 8 ケース×サイト特性の変化 10 ケース×サイト特性の初
期乱数 10 ケース），スペクトル I では 4200 セット（震源特性 2 ケース×観測点
21 ケース×サイト特性の変化 10 ケース×サイト特性の初期乱数 10 ケース）であ
る． 
 










(a)Case4                           (b) Case 5 
図 4.5-6 震源特性の違いによる波形形状の変化の例 















































図 4.5-7 サイト特性の違いによる波形形状の変化の例 


















































      
(a) 応答塑性率  =1の場合              (b)  =2の場合 
      
(c)  =4の場合             (d)  =8の場合 
図 4.5-8 所要降伏震度スペクトル算定結果（スペクトル II） 
 













      
(a) 応答塑性率  =1の場合              (b)  =2の場合 
      
(c)  =4の場合             (d)  =8の場合 
図 4.5-9 所要降伏震度スペクトル算定結果（スペクトル I） 
 
各図の(a)~(d)を比較すると，(a)の 1 の結果と比較して，(b)~(d)の 8~2 の
結果は応答の変動が大きくなっている．例えば図 4.5-8 (c)を例に挙げて見ると，











各応答塑性率  において周期ごとの変動係数を算定した（図 4.5-10(a), (b)）．こ
の図において，(a)がスペクトル II の結果，(b)がスペクトル I の結果である．前
述したとおり， 1 の変動係数（約 0.05）はスペクトルフィッティング時の誤
差であり，構造物が非線形化することによる変動係数の変化は，これを差し引






 を 1.0~2.0 まで 0.1 刻みで変化させて再計算した結果を図 4.5-10 (c)に示す．こ











     
(a) スペクトル II                     (b) スペクトル I 
図 4.5-10-1 応答塑性率の変化に伴う変動係数の変化（その 1） 



















































(c) スペクトル II（  =1.0～2.0 の詳細） 





本検討においては，位相のサイト特性の変化を群遅延時間の平均   Ltgr と標


























































































































































行う．断層の破壊ケースとしては，スペクトル II では図 4.5-2 の Case 5，スペ
クトル I では図 4.5-3の Case 2 とした．対象地点は，スペクトル II では全地点，
スペクトル I ではサイト H~N とした．結果の整理方法は上記(2)における図
4.5-11と同様である．ただし，ここでの基準降伏震度（所要降伏震度比 1.0）は，
サイト特性を 0.25 倍とした場合の全地点での所要降伏震度の平均値とした．得










































































A C D E F G HB







また図 4.5-12のスペクトル II では，周期ごとに変動があるものの，相対的に
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  Ltgr ，   2Ltgr の値が小さいほど，構造物の非線形応答量が大きくなる．提案
した地震動評価手法におけるサイト位相特性は，地震動の伝播を 1 次元方向の
みであるとしていることに相当しており，対象地点の地盤特性を考慮した上で，
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図 5.2-1 強震動予測手法によって得られた参照地震動の例 
（時刻歴波形，フーリエ振幅スペクトル） 











































































































図 5.2-2 参照地震動群の弾性加速度応答スペクトル（h=0.05） 
 
ここで例えば各参照地震動の中から，これらの平均的な応答を示す地震動を










図 5.2-3 弾性加速度応答スペクトル群（図 5.2-2）の 
平均に最も近い地震動波形 
 



























































Clough モデル 20)（α = 0.10，β = 0.20）を用い，減衰は構造物の周期に依存する
形で設定した（h = 0.04/T (0.10 ≦ h ≦ 0.20)）．対象とする応答塑性率 μ（= δu/δy）
は 1（弾性）, 3, 6, 9 の 4 タイプとした．この条件に基づき得られた結果を図 5.2-4
に示す．続いて盛土の変形量は，既往の検討 21)で定義されている基準化滑動変
形量 δb を，盛土の降伏震度 Kyを変化させた複数ケースに対して算定した．最終
的に得られた δb と Ky の関係を整理したものを図 5.2-5に示す． 
 
 
図 5.2-4 参照地震動群と抽出波形の関係（所要降伏震度スペクトル） 





















































































































(1) 構造物の応答値   yD の定義 
 





例えば高架橋と盛土を対象とした場合の応答値   yD は，以下のようなベクト
ルで表現する． 
 
        
     
     





























 yTK klhy ,,  ：周期 kT 秒の高架橋に地震動 y を入力した場合に，応答塑性率が
l となるような高架橋の降伏震度  yKhkb ,  ：降伏震度 kKh の盛土に地震動 y を入力した場合の基準化滑動変
形量 (m) 
  ：高架橋応答と盛土応答の評価指標，パラメータ数，重みを補正






ある時刻歴波形    tx i を考える．ここで i は， L 個の時刻歴波形（参照地震動
群）の i 番目の波形であることを意味している（ Li ,,3,2,1  ）．この波形をウェ
ーブレット変換すると次式のように表わせる． 
 














,,   (5.3-2)
   ktt jjkj  22 2/,   (5.3-3)






















































4   の場合 






L 個の時刻歴波形    tx i を用いて，次式により時刻歴波形  ty を合成する． 













,,   (5.3-5)










,,   （   0ijW ） (5.3-6)





式(5.3-5)で評価される時刻歴波形  ty による応答値   yD が，予め設定した目
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標応答値  ettD arg に十分近くなるような重み係数  ijW を算定する．また，重み係
数  ijW が小さくなるという Tikhonov の正則化法による拘束 23)も与える．具体的
には目的関数を次式で定義する． 
 
目的関数：   min222arg  WyDD ett   (5.3-7)
 
ここで，最適な正規化パラメータ を算定するためには，GCV24)，L カーブ法 25)














な解を探索するために，動的突然変異を発生させる．重み係数  ijW の範囲は，
  10  ijW とし，これを 8 ビットで離散化する．GA のパラメータとして，個体
数 20，交差確率 70%とする．また，世代数 1000 とする．以上の操作を初期乱数





















5.4.1 特性の異なる 2 波形を参照地震動として用いた場合 
 




図 5.4-1 参照地震動の時刻歴波形 
（上段：兵庫県南部地震 JMA 神戸，下段：釧路沖地震 JMA 釧路） 

























図 5.4-2 参照地震動の弾性加速度応答スペクトル 
 
図 5.4-3 参照地震動の所要降伏震度スペクトル 
 
  























































































した場合の手法の適用性を確認する．式(5.3-1)における代表応答値   yD は，こ
こでは弾性加速度応答スペクトルの形で記述することとし，神戸 JMA の応答ス
ペクトル  tRA1 と釧路 JMA の応答スペクトル  tRA2 から次式により設定した． 
     tRAtRAtRA ett 21arg 4.06.0   (5.4-1)
具体的なスペクトルを図 5.4-4 に示すが，これは神戸 JMA と釧路 JMA の弾性
応答を 6:4 で荷重平均したスペクトルである．周期 0.05 秒から 10 秒までを対数
軸で均等に 200 分割したものを構造物の応答値   yD とする． 
 
 
図 5.4-4 参照地震動の弾性加速度応答スペクトル 
 
最適化を実施する前に最大加速度の出現時刻を両波形で一致させるように，
時間軸を移動させている．また，最適化を行う際にウェーブレット次数 j は 18





は 0.5 を固定で与えることとする． 
 
この条件に基づきターゲットの応答スペクトルを満足する波形の探索を行っ

















































1993年釧路沖地震   JMA釧路NS成分
max=814.9(gal)





























) 1993年釧路沖地震   JMA釧路NS成分
max=67.5(kine)
















図 5.4-5-2 合成された時刻歴波形（その 2） 
 
 
























1993年釧路沖地震   JMA釧路NS成分
max=-8.6(cm)













































形応答スペクトルは，5.2 節で示した結果と同様に，鉄道 RC 高架橋を対象とし
て作成する．対象とする周期は，構造物の固有周期が 0.1～5.0 秒とし，その間
を対数軸で均等に 40 分割して与えた．応答塑性率  は，1（弾性時）,3,6,9 の 4
種類のスペクトルを全て用いる（図 5.4-3）．目標スペクトルは上記(1)と同様に，
神戸 JMA を 0.6 倍，釧路 JMA を 0.4 倍したものを足し合わせた所要降伏震度ス
ペクトルとした（図 5.4-7）．その他の計算条件は全て上記(1)と同様である． 
 
図 5.4-7 参照地震動の所要降伏震度スペクトル 
（2波を参照地震動とした場合） 
 





































































 11'  

eqTT  (5.4-2)
ここで， eqT は構造物の固有周期， は応答塑性率， 'T は構造物の振動卓越周期
である．具体的には，対象とする構造物の周期のうち最も短いものが周期 0.1 秒
の構造が弾性応答（ 1 ）した場合（ 1.0'T 秒），最も長いものは周期 5 秒の




























1993年釧路沖地震   JMA釧路NS成分
max=814.9(gal)





































) 1993年釧路沖地震   JMA釧路NS成分
max=67.5(kine)






























1993年釧路沖地震   JMA釧路NS成分
max=-8.6(cm)




























































































































































































図 5.4-11 合成された時刻歴波形 
 
 





























































































目標とする構造物の応答値   yD のうち，高架橋の応答は 5.4.2 項と同様に参
照地震動 1000 波の平均応答値（図 5.4-10）を用いる．土構造物の応答値も，こ
れと同様の参照地震動 1000 波を用いた基準化変形量 21)の平均値を対象とする．




図 5.4-13 参照地震動の基準化変形量 
 
 















































図 5.4-14 合成後された時刻歴波形 













図 5.4-15 合成された時刻歴波形の所要降伏震度スペクトル 
 
図 5.4-16 合成された時刻歴波形の基準化変形量 
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本部による結果 7)をもとに以下の 3 種類の地震活動に対してモデル化を行った． 
 
(a) 活断層による地震（計 346 地震） 
(b) 海溝型地震（計 33 地震） 















    
(a) 活断層による地震                (b) 海溝型地震 
 
(c) 背景領域 





いて対象期間（ t 年間）に少なくとも一度は地震動強度Y （最大加速度，最大速
度，etc）が y を上回る確率  tyYP ; は，次式で算出される． 
 







;11;  (6.2-1) 
ここで，  tyYPk ; は k 番目の地震発生域において対象期間に少なくとも一度は
地震動強度Y が y を上回る確率であり，以下の式(6.2-2), 式(6.2-3)で表現される． 




























まず，地震の発生が定常ポアソン過程に従うとした場合に，  tyYPk ; は次
式で表現される． 
 
    
















ここで，  yYk  は k 番目の地震によって地震動強度Y が y を超える確率，  k
は k番目の地震の年発生確率（1 年あたりの発生回数），  ji mryYP ,| は距離 ir の
位置に存在する地震域において，地震規模 jm の地震が発生した場合に，地震動
強度Y が y を上回る条件付確率である． 
 
次に，地震の発生が非定常であるとした場合には，  tyYPk ; は次式で表現
される． 
 
     










ここで  tkP ; は k 番目の地震が対象期間において発生する確率であり，BPT 分布





















  (6.2-4) 














Gutenberg-Richter の関係式 19)に従って発生すると仮定する． 
 
  bmamN 10log  (6.2-5) 


























































),(  (6.2-6) 
ここで， ),( aXC k は，加速度 )(gala の地震における k 番目の震源域 kX の貢献度，
);( taAP
iX








































































図 6.3-2 ハザードカーブの評価結果 
（東京地点，再現期間 100 年） 
 
図6.3-2の結果は，「t 年間に a (gal)を超える地震が発生する確率（超過確率）」
を示したものある．これより t 年間に 1a (gal)から 2a (gal)の地震が発生する確率（発
生確率） );( 12 taAaP  は次式で得られる． 
 
);();();( 2112 taAPtaAPtaAaP   (6.3-1) 
ここで 1a (gal)から 2a (gal)の地震をある加速度 a (gal)（ 12 aaa  ）の地震で代
表させるとすると，式(6.3-1)による結果は，「ある地点において t 年間に a (gal)
の地震が発生する確率（発生確率）」を意味する．東京地点における発生確率の
























図 6.3-3 発生確率の評価結果 












































回は加速度として 100～2000gal まで 100gal 刻み，各加速度ごとに 20 波ずつの
合計 400 波を生起確率付地震動群として設定し，前述した手法により各震源域
からの波形合成を行った．この際，貢献度に応じた波形の割り振りは，D'Hondt 

























































貢献度 0.00 0.29 0.08 0.14 0.13 0.19 1.00
出力数 0 7 2 3 3 5 20
貢献度 0.00 0.49 0.17 0.07 0.12 0.07 1.00
出力数 0 11 4 1 3 1 20
貢献度 0.07 0.52 0.23 0.00 0.12 0.00 1.00
出力数 1 12 5 0 2 0 20
貢献度 0.11 0.48 0.26 0.00 0.12 0.00 1.00
出力数 2 11 5 0 2 0 20
貢献度 0.16 0.44 0.28 0.00 0.12 0.00 1.00
出力数 3 9 6 0 2 0 20
貢献度 0.21 0.39 0.28 0.00 0.12 0.00 1.00
出力数 4 8 6 0 2 0 20
貢献度 0.26 0.34 0.27 0.00 0.13 0.00 1.00
出力数 5 7 6 0 2 0 20
貢献度 0.31 0.30 0.25 0.00 0.14 0.00 1.00
出力数 6 6 5 0 3 0 20
貢献度 0.36 0.26 0.23 0.00 0.15 0.00 1.00
出力数 7 5 5 0 3 0 20
貢献度 0.40 0.23 0.21 0.00 0.16 0.00 1.00
出力数 8 5 4 0 3 0 20
貢献度 0.44 0.20 0.20 0.00 0.16 0.00 1.00
出力数 9 4 4 0 3 0 20
貢献度 0.47 0.18 0.18 0.00 0.18 0.00 1.00
出力数 10 4 3 0 3 0 20
貢献度 0.49 0.16 0.16 0.00 0.20 0.00 1.00
出力数 10 3 3 0 4 0 20
貢献度 0.51 0.14 0.14 0.00 0.21 0.00 1.00
出力数 11 2 3 0 4 0 20
貢献度 0.53 0.12 0.13 0.00 0.22 0.00 1.00
出力数 12 2 2 0 4 0 20
貢献度 0.55 0.11 0.12 0.00 0.23 0.00 1.00
出力数 12 2 2 0 4 0 20
貢献度 0.56 0.10 0.10 0.00 0.24 0.00 1.00
出力数 11 2 2 0 5 0 20
貢献度 0.56 0.09 0.09 0.00 0.26 0.00 1.00
出力数 12 1 2 0 5 0 20
貢献度 0.56 0.08 0.08 0.00 0.28 0.00 1.00
出力数 12 1 1 0 6 0 20
貢献度 0.57 0.07 0.08 0.00 0.28 0.00 1.00





































図 6.3-5 生起確率付地震動群の例（東京地点，再現期間 100 年） 
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え方を踏襲しており，L1 地震動と L2 地震動の 2 つのレベルの地震動を想定地












例えば，レベル 2 地震動に対しては以下のような問題が提起されている． 


















一方，レベル 1 地震動に対しては以下のような問題が提起されている． 
(1) 土木学会第三次提言では，レベル 1 地震動に対して無被害を要求性能とす
ることは，「現時点での技術的及び社会経済的条件を前提としたシビルミニマ
ム的要求である」と解釈している 12)が，レベル 1 地震動において無被害であ
ることが持つ本質的な意味については不明な部分が多い 7)．例えば，上記の設








































































  ffRI CPCCTC  (7.2-1) 
 
ここで，CI：初期建設コストであり材料費および施工費を考慮したもの，CR：
補強に伴うコスト，Pf：構造物の損傷確率，Cf：地震による損失コスト（Cf = CRE 




新設構造物を対象とした場合には補強シナリオを想定しないため，CR = 0 であ
る．また，既設構造物を対象とした場合には，対象構造物が今後必要とするコ















































































































































図 7.3-3 復旧性照査用ノモグラム作成手順 
 
まず対象地点を選定し，地震危険度解析，生起確率付地震動群の作成を行う．
















































また，評価を行う地震動群の数としては，加速度を 15 段階（100~1500gal まで



























手法としては，図 7.3-5 の地盤を 1 次元にモデル化した逐次非線形解析を用い





図 7.3-5 工学的基盤以浅の地盤構造 
 
(3) 構造物の初期建設コスト CIの算定 
 
各種条件を有する構造物を設計し，初期建設コスト CI の算定を行う．対象と
した構造形式は，複線用 RC 壁式橋脚（スパン L=29m×2 連，橋脚高さ H=8m）
である．このプロトタイプの構造に対して，降伏震度 Khyを 4 ケース（0.3, 0.4, 0.6, 













































































































































































































































































































































































  MeqhyhyI TKKC   (7.3-1)
 


















































定時に設計を行った図 7.3-6 の構造断面に対し，表 7.3-1 の各工法を実施する






表 7.3-1 損傷レベルに対して想定した補修工法 
損傷箇所 
損傷程度 
損傷レベル 1 損傷レベル 2 損傷レベル 3 損傷レベル 4 























とし，初期建設コストの 10 倍を設定した． 
 
損傷レベル 1 の場合： 00 REC  (7.3-2.1)
損傷レベル 2 の場合：   10001675092024 20  hyhyRE kkC  (7.3-2.2)
損傷レベル 3 の場合：   100046215615215 20  hyhyRE kkC   (7.3-2.3)








れる CRE0 の比が概ね 10 倍であったため，b=10.0 として設定した． 
 

































損失の関係 29)を参考にして， 0.2k とした．ただしこの倍率は，地域性，被害
規模等の影響を強く受けるものと思われるが，定量的に把握するのは非常に困






































 (a) 東京地点（左：μM=2.0，右：μM=5.0） 
 
 (b) 広島地点（左：μM=2.0，右：μM=5.0） 
 
(c) 東京地点と広島地点のトータルコスト比較 
図 7.3-9 トータルコストの算定例（Teq = 1.0 秒） 
 



















































































































す（靭性率M =1, 2, 4, 8 の場合）．なお，これらの各図には，鉄道構造物の耐震























   
(a) 札幌地点                     (b) 仙台地点 
   
(c) 新潟地点                     (d) 東京地点 

















μM=1, 2, 4, 8













μM=1, 2, 4, 8













μM=1, 2, 4, 8

















   
(e) 名古屋地点                     (f) 大阪地点 
   
(g) 広島地点                     (h) 福岡地点 





























μM=1, 2, 4, 8













μM=1, 2, 4, 8













μM=1, 2, 4, 8


































































(2) L2 地震動との比較 
 
鉄道構造物の耐震設計では，L1 地震動において無損傷であること（図 7.3-4















図 7.3-10 には L2 地震動スペクトル II の所要降伏震度スペクトルと各地点の
復旧性照査用ノモグラムを重ねて描いている．一般的な高架橋の等価固有周期

















した 8 地域のうち地域 B, C に属する 4 地域の復旧性照査用ノモグラムと地域別
係数を考慮した L2 地震動を比較した結果を図 7.3-13 に示す．この図から，地
震活動度の低い地域における復旧性照査用ノモグラムは，L2 地震動に地域別係
数を考慮することで所要降伏震度スペクトルとの一致度が向上していることが
見て取れる．ただし，札幌を除く 3 地点の L2 地震動は周期 0.6 秒程度よりも長
周期成分においてノモグラムよりも大きな値を取っている．これは，L2 地震動











   




   













    　 （地域別係数(0.85)考慮）













μM=1, 2, 4, 8













μM=1, 2, 4, 8
 復旧性照査用ノモグラム
 L2地震動スペクトルII（G3地盤）
    　 （地域別係数(0.70)考慮）













μM=1, 2, 4, 8





































































































様々な補強対策に対して DLCC を算定し，比較することで，DLCC が大きい
ものほど補強効果が大きく，優先的に実施すべき補強対策であると判断できる．















それぞれ設定している．また電柱においては，高さ 10m のコンクリート柱を 50m
間隔で一様に配置し，周期，降伏震度，損傷に至る限界変形量を設定した．な





















































い地域（地域 A）と低い地域（地域 B）の 2 地域を想定し，確率論的地震危険度
解析を実施した．地震危険度解析を行う際には，想定する地震動レベルとして
どの程度の再現期間を想定するか検討する必要があるが，今回は地震動の発生
確率として 30 年間に 3%の確率で発生する地震動とした．これは既往の地震動
マップにより試算されている地震発生確率のうちの一つであり，再現期間とし
ては 1000 年に 1 度の地震に相当する 34)．今回の地域において算定された地震加
速度は，地域 A では 760gal，地域 B では 334gal である．このように周辺の地震
環境（断層の有無，各断層の規模，発生確率）の違いによって，想定される地























































































M=6.228 D=  8.5[km]
R=   3.0[km]




























































(a) 地震活動度の高い地域（地域 A） 
 
(b) 地震活動度の低い地域（地域 B） 











た．なお営業損失コストは，表 7.4-2 の停止日数に 1 日の運輸収入を乗じるこ
とで，算定可能である．今回は路線の 1 日の運輸収入として 10 億円と仮定した． 
 
表 7.4-1 設定した補修コスト（それぞれ一箇所辺りのコスト） 
損傷レベル 盛土* 橋梁* 電柱*
1 － － － 
2 － 0.1 － 
3 － 0.3 － 
4 0.2 2.0 0.01
単位：億円         
































表 7.4-2 設定した営業損失コスト（停止日数） 
損傷レベル 盛土 橋梁 電柱
1 － － － 
2 0.5 1 － 
3 3 5 － 
4 6 90 2 
単位：日          
(b) 補強工法の設定 
橋梁，盛土，電柱の補強工法，補強効果，補強コストを設定する．本検討で





表 7.4-3 設定した補強シナリオ 
補強箇所 補強工法 補強効果 補強コスト 
橋梁 鋼板巻き立て 靭性能上昇 100 万円/本 
盛土 グラウンドアンカー 応答値低減 1.5 万円/m 
橋梁上の 
電柱 
ダンパー 応答値低減 10 万円/本 
 
 
(5) DLCC 算定および耐震対策優先度判定 
 
























合の DLCC の算定を行った．得られた結果を図 7.4-7 に示すが，今回の地域で
は曲げ破壊型の橋梁を補強するよりも，せん断破壊型の橋梁の補強を行う方が
より DLCC が大きくなるため，効果的な対策であると言える． 
 














































































図 7.4-9 DLCC 算定結果（地域 B，第一段階） 
 
橋梁の対策のうち，破壊形態毎の DLCC 算定結果を図 7.4-10に示す．これよ
り，せん断破壊型の橋梁に対策を行うと DLCC が非常に大きくなるのに対し，
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